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イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）



連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(１)連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数　　　　　　　　 13社

②主要な連結子会社の名称

Maruwa (Malaysia)Sdn.Bhd.、MARUWA Electronics (Taiwan)Co.,Ltd.、Maruwa Europe Ltd.、Maruwa 

America Corp.、Maruwa Korea Co.,Ltd.、Maruwa (Shanghai)Trading Co.,Ltd.、MARUWA Electronic 

(India)Pvt.Ltd.、株式会社MARUWA QUARTZ、株式会社MARUWA SHOMEI、MARUWA MELAKA SDN.BHD.、MARUWA 

LIGHTINGS SDN.BHD.、株式会社YAMAGIWA、株式会社MARUWA CERAMIC

③主要な非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由

 Maruwa Trading Sdn.Bhd.､Maruwa Electronics Gmbh､他２社

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除

外しております。

(２)持分法の適用に関する事項

非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法は適用しておりません。

(３)連結子会社の事業年度に関する事項

　連結子会社のうち、Maruwa(Shanghai）Trading　Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。連結計算書類

の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要取引については連結上

必要な調整を行っております。その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しておりま

す。

(４)会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法
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（ロ）棚卸資産

　当社及び国内連結子会社は主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を、また、在外連結子会社は移動平均法による低価法等を採用してお

ります。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

（イ）有形固定資産及び投資不動産

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額

法を採用しております。また、在外連結子会社は所在地国の会計基準の規定に基づく定額法等を採用し

ております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　 ２～50年

機械装置及び運搬具　　　　　 ２～12年

（ロ）無形固定資産

自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他 定額法

③重要な引当金の計上基準

（イ）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（ロ）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（ハ）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上してお

ります。

④重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
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（イ）セラミック部品事業

セラミック部品事業においては、電子部品を含むセラミック部品の製造販売を行っており、顧客との

契約に基づく製品又は商品の提供を履行義務として識別しております。これら製品又は商品の販売につ

いては、製品又は商品の引渡時点において顧客に当該製品又は商品に対する支配が移転したと判断し、

収益を認識しております。なお、国内の顧客への販売については、これらの履行義務は出荷時から当該

製品又は商品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識し

ております。

（ロ）照明機器事業

照明機器事業においては、LED照明、LED光源モジュール等の製造販売、デザイン照明等の仕入販売を

行っており、顧客との契約に基づく製品又は商品の提供を履行義務として識別しております。これら製

品又は商品の販売については、製品又は商品の引渡時点において顧客に当該製品又は商品に対する支配

が移転したと判断し、収益を認識しております。なお、国内の顧客への販売については、これらの履行

義務は出荷時から当該製品又は商品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、出

荷時点で収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、

照明機器事業における一部の取引について、出荷時に収益を認識する方法から顧客との契約における履行義

務が充足された時点で収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計

年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。また、収益認識

会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更

について、すべての契約を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会

計年度の期首の利益剰余金に加減しております。

なお、収益認識会計基準等の適用による、当連結会計年度の損益及び期首利益剰余金に与える影響は軽微で

あります。

また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」

は、当連結会計年度より「受取手形」及び「売掛金」に含めて表示しております。
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当連結会計年度

セラミック部品事業（㈱MARUWA）の棚卸資産 3,648

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

なお、当該会計基準等の適用が連結計算書類に与える影響はありません。

また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項等の注

記を行っております。

３．会計上の見積りに関する注記

(１)セラミック部品事業における棚卸資産の評価

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計

年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(単位：百万円)

(注) 上記金額は、商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品の合計額であります。

(２)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、棚卸資産について収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により評価しており、取得原

価と連結会計年度末における正味売却価額のいずれか低い方の金額で評価しております。また、営業循環過

程から外れた滞留在庫については、収益性の低下の事実を反映するため帳簿価額を処分見込価額まで切下げ

ております。

営業循環過程から外れた滞留在庫の識別は、棚卸資産の滞留又は処分の実績、製品のライフサイクル等を

総合的に勘案して判断しております。

そのため、市場の動向、電子部品メーカーの需要予測の変化などを要因として保有する棚卸資産が過剰と

なった場合には、滞留在庫の対象とすべき棚卸資産が増加する可能性があり、棚卸資産の評価に影響する可

能性があります。
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有形固定資産の減価償却累計額 30,574百万円

投資不動産の減価償却累計額 477百万円

建物及び構築物 654百万円

機械装置及び運搬具 721百万円

工具、器具及び備品 26百万円

売上原価 △185百万円

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普通株式 12,372千株 －千株 －千株 12,372千株

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普通株式 36千株 ０千株 ２千株 34千株

４．連結貸借対照表に関する注記

(１)有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額

(２)国庫補助金等を受け入れたことにより取得価額から控除した圧縮記帳額

５．連結損益計算書に関する注記

（１）通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額（△は戻入額）

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(１)当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数に関する事項

(２)自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注)１．普通株式の自己株式の増加０千株は単元未満株式の買取り等によるものであります。

　　 ２．普通株式の自己株式の減少２千株は、譲渡制限付株式報酬の交付によるものであります。

(３)新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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（決　議） 株式の種類
配 当 金 の
総額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2 0 2 1年６月2 5日
定 時 株 主 総 会

普通株式 444 36.00
2021年
３月31日

2021年
６月28日

2 0 2 1年 1 0月2 7日
取 締 役 会

普通株式 419 34.00
2021年
９月30日

2021年
12月３日

（決議予定） 株式の種類
配 当 金 の
総額(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2 0 2 2年６月2 3日
定 時 株 主 総 会

普通株式 444 利益剰余金 36.00
2022年
３月31日

2022年
６月24日

(４)剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

７．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(１)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、一時的な余資を預金もしくは安全性の高い金融資産で運用を行

うこととしております。資金調達については、策定された資金計画に基づき、所要資金の使途を勘案のう

え、金融機関からの長短期借入金、株式の発行、社債の発行等によりこれを行うこととしております。ま

た、デリバティブ取引は行っておりません。

(２)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形、売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海

外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建

てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。

　短期借入金及び長期借入金は、主に設備投資資金に係る資金調達です。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 投 資 有 価 証 券 215 215 －

資 産 計 215 215 －

② 長 期 借 入 金
（1年内返済予定を含む）

1,599 1,599 △0

負 債 計 1,599 1,599 △0

(３)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行って

おります。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、その

変動幅を管理しております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、営業債務について、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

(単位：百万円)

(注)１.「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電

　　　　子記録債務」、「未払法人税等」、「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済

　　　　されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
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区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 14

１ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 1 0 年 超

現 金 及 び 預 金 44,621 － － －

受 取 手 形 473 － － －

売 掛 金 12,876 － － －

電 子 記 録 債 権 1,810 － － －

合 計 59,782 － － －

１年以内
１ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内

５ 年 超

短 期 借 入 金 100 － － － － －

長 期 借 入 金 866 333 400 － － －

合 計 966 333 400 － － －

(注)２．市場価格のない株式等は、①投資有価証券には含めておりません。

　　　 当該金融商品の連結貸借対照表計上額は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

　(注)３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：百万円)

　（注）４．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

(単位：百万円)

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

　　　　　　　　の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

　　　　　　　　に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 215 － － 215

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 1,599 － 1,599

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

当連結会計年度（2022年３月31日）

(１)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(単位：百万円)

(２)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位：百万円)

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定し、レベル２の時価に分類しております。
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

963 △15 948 1,754

報告セグメント

合計セラミック

部品事業
照明機器事業

情報通信 22,374 － 22,374

車載 9,522 － 9,522

半導体 7,094 － 7,094

産業機器 6,698 － 6,698

照明 － 8,653 8,653

顧客との契約から生じる収益 45,690 8,653 54,344

外部顧客への売上高 45,690 8,653 54,344

８．賃貸等不動産に関する注記

　当社では、愛知県において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む)を有しております。2022年３月期における

当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は17百万円(賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は営業外費用に計上)であ

ります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりでありま

す。

(単位：百万円)

(注)１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２. 当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費(15百万円)であります。

３. 時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。ただし、直近の評価時

点から、一定の評価額や市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合に

は、当該評価額によっております。

９．収益認識に関する注記

(１)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

当連結会計年度（自　2021年４月１日　　至　2022年３月31日）

（単位：百万円）
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当 連 結 会 計 年 度

顧客との契約から生じた債権 15,160

契約負債 235

(1) １株当たり純資産額 6,458円45銭

(2) １株当たり当期純利益 1,082円11銭

結合当事企業の名称 事業の内容

株式会社MARUWA CERAMIC セラミック部品の製造

株式会社MARUWA QUARTZ
石英ガラス製品の製造、加工及び販売

半導体工業用関連製品の販売

(２)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等(４)会計方針に関する事項の「重要な

収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(３)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

契約負債は主に、製品又は商品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負債のそ

の他に含まれております。

顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記

（子会社の吸収合併）

当社は、2022年２月17日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社MARUWA CERAMIC及

び株式会社MARUWA QUARTZを吸収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。この契

約に基づき、当社は2022年４月１日付で株式会社MARUWA CERAMIC及び株式会社MARUWA QUARTZを消滅会

社、当社を存続会社とする吸収合併を行いました。

１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及び事業の内容

（２）企業結合日

2022年４月１日
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（３）企業結合の法的形式

当社を存続会社、株式会社MARUWA CERAMIC及び株式会社MARUWA QUARTZを消滅会社とする吸収合併

（４）結合後企業の名称

株式会社MARUWA

（５）その他取引の概要に関する事項

100年に一度の変革期、市場が激しく変化する時、先を見つめた意思統一をスピーディに進める

為、素材による分類から市場に適応したカンパニー制への変更で、最先端技術を融合し市場での競

争力を高める事を目的としております。

２．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として処理いたしま

す。

12．その他の注記

（金額単位の変更）

当社の連結計算書類に記載されている科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しており

ましたが、当連結会計年度より百万円単位をもって記載することに変更しました。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(１)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

(イ)子会社株式及び関連会社株式　　　　　移動平均法による原価法

(ロ)その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品・仕掛品・商品・材料・貯蔵品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

(２)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産及び投資不動産　　定率法

　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　　２～50年

機械及び装置　　　　　　　　　　２～12年

②無形固定資産

自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他 定額法

(３)引当金の計上基準

①貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。
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(４)収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

当社は、電子部品を含むセラミック部品の製造販売を行っており、顧客との契約に基づく製品又は商品の提

供を履行義務として識別しております。これら製品又は商品の販売については、製品又は商品の引渡時点に

おいて顧客に当該製品又は商品に対する支配が移転したと判断し、収益を認識しております。なお、国内の

顧客への販売については、これらの履行義務は出荷時から当該製品又は商品の支配が顧客に移転されるまで

の期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期

首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。また、収益認識会計基準

第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、す

べての契約を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減しております。

なお、収益認識会計基準等の適用による、当事業年度の損益及び期首利益剰余金に与える影響はありませ

ん。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

なお、当該会計基準等の適用が計算書類に与える影響はありません。
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当事業年度

商品及び製品 455

仕掛品 1,469

原材料及び貯蔵品 1,750

有形固定資産の減価償却累計額 13,411百万円

投資不動産の減価償却累計額 477百万円

短期金銭債権 993百万円

短期金銭債務 2,745百万円

長期金銭債務 700百万円

建物及び構築物 304百万円

機械装置及び運搬具 91百万円

工具、器具及び備品 26百万円

３．会計上の見積りに関する注記

(１)棚卸資産の評価

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計

算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：百万円)

(２)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」をご参照ください。

４．貸借対照表に関する注記

(１)有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額

(２)関係会社に対する金銭債権・債務

(３)国庫補助金等を受け入れたことにより取得価額から控除した圧縮記帳額
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営業取引による取引高

　売上高 788百万円

　仕入高 14,482百万円

　その他営業取引高 855百万円

営業取引以外の取引による取引高 595百万円

売上原価 △136百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 36千株 ０千株 ２千株 34千株

５．損益計算書に関する注記

（１）関係会社との取引高

（２）通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額（△は戻入額）

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注)１．普通株式の自己株式の増加０千株は単元未満株式の買取り等によるものであります。

　　 ２．普通株式の自己株式の減少２千株は、譲渡制限付株式報酬の交付によるものであります。
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（繰延税金資産）

未払退職金 47百万円

賞与引当金 177百万円

棚卸資産評価損 29百万円

土地評価損 15百万円

未払事業税 141百万円

減価償却費 32百万円

減損損失 55百万円

投資有価証券評価損 15百万円

その他 62百万円

繰延税金資産合計 578百万円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △27百万円

繰延税金負債合計 △27百万円

繰延税金資産の純額 551百万円

７．税効果会計に関する注記

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種

類

会社等の
名称

住所
事業の
内容

議決権の
所有(被所
有)割合

関係内容

取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
事業年度
末残高

（百万円）
役員の
兼務等

事業上
の関係

子

会

社

株式会社

MARUWA

QUARTZ

福島県

三春町
製造業

直接

100%

(－)

兼任

1人

当社製品を

製造販売

製品の購入

(注1)
5,450 買掛金 1,103

株式会社

MARUWA

CERAMIC

愛知県

尾張旭市
製造業

直接

100%

(－)

兼任

2人

当社製品を

製造販売

資材品等の

立替(注2)
3,902

その他流動

資産
495

製品の購入

(注1)
7,649 買掛金 1,387

(１) １株当たり純資産額 4,240円69銭

(２) １株当たり当期純利益 628円26銭

８．関連当事者との取引に関する注記

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１. 取引条件については、市場価格を勘案して、両社協議の上決定しております。

２. 資材品等の立替は、株式会社MARUWA CERAMICで使用する資材品や設備の一部を、当社にて調達してい

るものであります。

９．収益認識に関する注記

　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　連結注記表「収益認識に関する注記」に同様の内容を記載しているため、注記を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記

　　連結注記表「重要な後発事象に関する注記（子会社の吸収合併）」に同一の内容を記載しているため、注記

　　を省略しております。

12．その他の注記

（金額単位の変更）

　　当社の計算書類に記載されている科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりま

　　したが、当事業年度より百万円単位をもって記載することに変更しました。
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